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目標設定と成績のグラフ化が計算スキルの流暢性の形成に及ぼす効果

――小学３・４年生を対象とした学級規模での指導を通して――

尾之上 高 哉 井 口 豊 丸 野 俊 一

本研究では，計算スキルの流暢性を形成するための指導法として，タイムトライアルに目標設定と成

績のグラフ化を組み合わせた指導（実験条件）に着目し，その効果を，タイムトライアルによる指導（統

制条件）の効果と比 した。比 は，２つの実験計画，(a）３年生の２学級を対象にした統制群法，

(b）４年生の１学級を対象にした基準変更デザイン法，で行った。標的スキルは掛け算九九に設定し，

従属変数は２分間のタイムトライアルにおける正答数とした。各実験計画の分析結果は，実験条件が，

統制条件よりも，効果が高いことを示した。つまり，(a）では，事前事後の得点を共分散分析で検定

した結果，実験条件の方が，事後得点が有意に高かった。(b）では，実験条件下の成績を，統制条件

下の最高値からの変化量として，線形混合モデルで分析した結果，実験条件下の成績は，統制条件下の

最高値よりも，有意に高い状態で保たれていた。最後に，各指導による流暢性の伸びと，社会的妥当性

の各得点との関連をSpearmanの順位相関を用いて検定した結果，どちらの実験計画でも，実験条件

においてのみ，流暢性の伸びと，成長実感得点の間に，有意な正の相関が認められた。

キーワード：計算スキルの流暢性，目標設定，成績のグラフ化，学級規模での指導，社会的妥当性

問題と目的

近年，米国を中心に，計算スキルの流暢性を形成す

るための指導法が検討されている（Codding, Chan-

Iannetta,Palmer,& Lukito,2009;Farrell& McDougall,2008;

Figarola et al.,2008;Gross et al.,2014;野田・松見,2014)。

流暢性とは，対象の刺激に，正確に，かつ，速く応

答する行動を指す（Howell & Larson-Howell, 1990)。認

知処理の観点からは，最小限の認知（ワーキングメモリ

や注意）の使用で，その応答が起こる現象と説明され

る。その測定は，単位時間あたりの行動数を指標にな

され，それが多いほど流暢性が高いという評価になる。

Haring & Eaton（1978）によれば，流暢性は，子ども

が新しいスキルを学び，熟達させていく過程の第２段

階に位置付いている。つまり，子どもは，まずそのス

キルの正確性を獲得し，次にそのスキルの流暢性を獲

得するのである。足し算スキルの学習を例にあげると，

８＋３を，指を使って正答できる段階は第１段階であ

り，指を使わずに瞬時に正答できる段階が第２段階で

ある。この第２段階でそのスキルの流暢性を十分に高

めることで，後続の２段階（第3の汎化段階,第 4の応用

段階）への移行がスムーズになるという。

米国で，計算スキルの流暢性に焦点があてられてい

る背景には，第１に，計算スキルの流暢性は，数学ス

キルの熟達と密接に関係していること，第２に，学校

教育において，その指導の重要性が強調され始めてい

ること，がある（Codding et al.,2009)。前者については，

例えば，流暢性が低い者は，算数の基本概念の理解や

問題解決型の学習で困難を示す（Gertsen& Chard,1999)，

逆に，流暢性が高い者は，高次の計算問題の成績や問

題解決型の学習の成績が良い（Canobi, 2009;Throndsen,

2011）等が報告されている。後者については，小学２

年から５年までの算数のカリキュラムのポイントには，

計算スキルの流暢性の形成が含まれており（NCTM

（全米数学教師協議会), 2006)，足し算と引き算の流暢性

は３年までに，掛け算と割り算の流暢性は５年までに

獲得できるよう指導することが推奨されている

（NMAP（全米数学審議会),2008)。

本研究では，計算スキルの流暢性を形成するための

指導法を問題にする。我が国では，研究と実践の両レ

ベルにおいて，米国ほど，流暢性という概念が浸透し

ているわけではない。しかしながら，実践のレベル，

つまり，教育現場の指導では，流暢性に対する指導も
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部分的に取り入れられている。例えば，基礎計算力の

向上を目的に作られた百ます計算（陰山, 2002）は，問

題を，正確に，かつ，速く解くことを求める点で，流

暢性に対する指導として捉えることができる。この種

の指導が多くの小中学校で取り入れられているという

実情は，我が国においても，流暢性の形成に対する教

育的ニーズがあることを示していると言えよう。

先行研究の多くは，タイムトライアル形式（制限時

間内に出来るだけ多くの問題を解かせる形式）の指導 に，他

の要素（例えば,目標設定等）を組み合わせて実施する方

法を採用している（Codding et al., 2009; Farrell & Mc-

Dougall,2008;Figarola et al.,2008;Gross et al.,2014;野田・松

見, 2014)。組み合わせる要素に関しては研究間で違い

があるものの，多くの研究で共通して取り入れられて

いる要素がある。それは，目標設定と成績のグラフ

化 ，である。目標設定とは自身の遂行目標を設定す

ることであり，成績のグラフ化とは遂行結果をグラフ

に描き示すことである。

ところで，この目標設定と成績のグラフ化は，計算

スキルの流暢性研究で取り入れられる以前から，学力

や行動の問題を改善するための研究で取り入れられ，

それらの領域ではその効果が確認されてきた手続きで

ある。その中では，この２つの手続きのどちらかを単

独で実施した時よりも，両者を組み合わせて実施した

時の方が，効果が高いことが示されてきた（e.g., Beck-

er,1978;Moore,Prebble,Robertson,Waetford,& Anderson,

2001)。また，その効果の機序については，この２つ

の手続きを用いることで，その個人の中に，自身の目

標に対する進歩の過程を評価する心理過程が発現する

からだと考えられてきた（e.g.,Fuchs,Fuchs,Hamlett,&

Whinnery, 1991)。その心理過程は，オペラント行動の

理論では，自分の行動を自ら強化，罰する過程として

（Moore, et al., 2001)，社会的認知の理論では，自己の

なしたもしくはなしつつある進歩を認識し，動機づけ

や自己効力感を強める過程としてみなされる（Schunk

& Swartz,1993)。

では，計算スキルの流暢性研究でも，目標設定と成

績のグラフ化を取り入れることは有効なのだろうか。

つまり，タイムトライアルに目標設定と成績のグラフ

化を組み合わせた指導（以下,実験条件と呼ぶ）は，タイ

ムトライアル単独の指導（以下,統制条件と呼ぶ）よりも

効果が高いのだろうか。先行研究では，これを支持す

る証拠が十分に得られていない。なぜなら，Figarola
 

et al.（2008）以外の研究では，実験条件にさらに他の

要素を組み合わせて，統制条件と比 しているか，或

いは，実験条件内でさらに条件分けし，その条件間の

みの比 を行っているため，それらの研究は，実験条

件が統制条件よりも効果が高いことを傍証している，

もしくは，実験条件には効果がある，としか結論づけ

ることができないからである。具体的には，前者に該

当するCodding et al.（2009）と野田・松見（2014）では

Cover-Copy-Compareを，Farrell & McDougall

（2008）では自己モニタリングを，それぞれ実験条件

に組み合わせた上で，統制条件との比 を行っている。

後者に該当するGross et al.（2014）では，実験条件を，

子どもが目標を設定する条件，大人が目標を割り付け

る条件に分けて比 を行う際，統制条件を設けていな

い。また，Figarola et al.（2008）では，小学生３名を

対象にして，実験条件と統制条件を直接比 している

ものの，実験条件の効果が確認されたのは３名中２名

であり，残りの１名には効果が確認されなかった。

従って，実験条件と統制条件の効果を直接比 し，明

確な証拠を得ることが，残されている重要な課題であ

る（Codding et al.,2009）と言える。

そこで本研究では，計算スキルの流暢性を形成する

ための指導法として，タイムトライアルに目標設定と

成績のグラフ化を組み合わせた指導（実験条件）に着目

し，その効果を，タイムトライアルによる指導（統制

条件）の効果と比 することを目的とした。本研究で

は，３年の２学級と４年の１学級が研究に参加したこ

とを踏まえて，実験条件と統制条件の比 は，次の２

つの実験計画，(a）３年の２学級を対象にした統制

群法，(b）４年の１学級を対象にした基準変更デザ

イン法 ，で行った。標的スキルは掛け算九九に設定

し，従属変数は２分間のタイムトライアルにおける正

答数とした。本研究で検証する仮説は， タイムトラ

イアルに目標設定と成績のグラフ化を組み合わせた指

導（実験条件）は，タイムトライアルによる指導（統制

条件）よりも，掛け算九九の流暢性の形成に寄与する」，

この種の指導の呼称には，explicit timingと time trialの

２通りがあるが，概念的には同じである（Poncy, Duhon,

Lee,& Key, 2010)。本研究では，time trialの方が理解され

易いと考え，タイムトライアルと呼ぶ。

先行研究では graphic feedbackや，self-graphingと呼ば

れるが，本研究では，成績のグラフ化と呼ぶ。

異なる条件を一定期間ずつ順に導入し，各条件が従属変数

に及ぼす効果を分析する実験計画法である（Cooper, Heron,

& Heward,2007中野訳 2013)。ある学業スキルを，ある程度

遂行できるが，その遂行率は有効とは言えない場合等に適し

ている実験計画法であるため，これを採用した。
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である。この仮説を検証するために，実験計画（a）

では，実験条件による指導を受けた児童は，統制条件

による指導を受けた児童よりも，指導終了後の成績が

高くなり，かつ，指導期間中の成績の伸びも大きくな

るか否かを分析する。実験計画（b）では，実験条件

による指導を受けた際の成績は，指導前の成績と比べ

ても，また，統制条件による指導を受けた際の成績と

比べても，高くなるか否かを分析する。

最後に，目標設定と成績のグラフ化の実施方法につ

いて述べる。これらの手続きについては，可能な限り，

児童本人に実施させる方法をとることが推奨されてい

る（e.g.,Briesch & Chafouleas,2009)。児童の自立や主体

性を促進できる，指導者である教師の負担を軽減でき

る，といった理由からである。ただし，目標設定に関

しては，Gross et al.（2014）において，児童に自由に

自分の目標を決めさせると，不適切な目標設定に繋が

り，それが成績の上昇を妨げることが報告されている。

よって，本研究では，教師が，目標の決め方のルール

を示し，それを基に各自で設定させるようにした。成

績のグラフ化では，各自で，自分の成績をグラフに描

かせた。また，本研究では，これらの手続きを児童が

遂行する際に，児童に対して，自身の進歩の過程に着

目し，それを評価することを促す働きかけを行った。

先述したように，目標設定と成績のグラフ化の効果は，

自身の目標に対する進歩の過程を評価する心理過程が

発現することで起こるとされる。だが，自己評価に関

する文献では，教室には，自主的に自身の進歩の過程

に着目しそれを評価できる者がいる一方で，評価をす

るように促してくれる人が必要な者もいることが指摘

されている（Brophy,2004中谷監訳 2011)。そこで，本研

究では，全児童が，自身の進歩を評価できるように，

評価の促しを行うようにした。

方 法

参加者

公立Ｄ小学校の３年生２学級と，４年生１学級が本

研究に参加した。この３学級が参加した経緯を述べる。

研究開始前の201x年の１月初旬に，Ｄ小学校の学校

長に，研究の趣旨を説明し，１年から６年までの学級

の中で，研究に参加してもらえる学級がないか，あ

たってもらった。その結果，３年と４年の全学級から

協力をもらえることになった。学級数は，３年が２学

級（以下,A組,B組と表記)，４年が１学級（以下,C組と表

記）であった。各学級の児童数は，Ａ組は20名で，

Ｂ組は18名で，Ｃ組は37名であった。本研究は，学

校長，担任教師，児童と保護者の同意を得て，201x

年の１月から３月の間に行われた。

標的スキル

計算スキルは，まず，それを正確にできる段階，次

に，正確にかつ速くできる段階という順序で熟達して

いくため，流暢性を形成する指導は，正確性が獲得さ

れているスキルを対象に行われる（Haring & Eaton,

1978)。そこで，３学級の担任教師と話し合い，標的

スキルの選定を行った。どの学級のどの児童も，正確

性を獲得しているスキルが，掛け算九九だったため，

本研究では，掛け算九九を標的スキルとした。なお，

後述の実験計画で記すように，本研究では，３年と４

年は別々の実験計画とした。よって，学年毎に異なる

標的スキルを選定することもできたが，本研究では，

教材の準備等を主に第１著者が１人で行う必要があっ

たため，３年と４年で同一の標的スキルとした。

実験計画

小学生では，学年によって計算スキルの流暢性の習

得レベルが異なることが確認されている（Burns, Van-

DerHeyden, Jiban, 2006)。そこで，本研究では，学年毎

に実験計画を立てた。つまり，３年では群間比 を，

４年では群内比 を行い，実験条件と統制条件の各効

果を比 するようにした（Figure 1)。３年の群間比

では，プリポストデザインによる統制群法の考えに基

づき，Ａ組を実験条件，Ｂ組を統制条件に割り当てた。

各条件による指導は２週間（10日間）行った。４年の

群内比 では，基準変更デザイン の考えに基づき，

まず統制条件による指導を２週間（10日間)，次に実験

条件による指導を１週間（5日間)，行った。

指導手続き

指導は，毎日行われる算数の授業の冒頭に担任教師

が実施した。実施にかかる時間は，統制条件による指

導が約４分，実験条件による指導が約８分であった。

この４分の差は，目標設定と成績のグラフ化の有無と

いう条件の違いを反映している。

Figure 1 本研究の実験計画

134 教 育 心 理 学 研 究 第65巻 第１号



統制条件による指導 授業が始まると，教師は，指

導で使う教材ファイルを児童に配った。このファイル

の左側には児童が行う手続き（Figure 2の, 1と 4のみ）

を記した紙（手続き書）が貼られており，右側にはその

日に取り組む問題と，前日までに取り組んだ問題が，

新しいものを先頭にして綴じられている。児童は，

ファイルを受け取ると，まず，前日のタイムトライア

ルの正答数と誤答数を確認し，誤答の修正を行った。

次に，教師の合図で２分間のタイムトライアルに取り

組んだ。終了後は，教師が，ファイルを回収し，それ

を第１著者に渡した。第１著者は，ファイルを受け取

ると，採点を行い，点数欄に正答数と誤答数を記した。

最後に，翌日の問題を綴じて，教師にファイルを渡し

た。統制条件では，この手続きを，毎日繰り返した。

実験条件による指導 教師は，授業の冒頭に，指導

で使う教材ファイルを児童に配った。このファイルと，

統制条件の指導で使うファイルの違いは，左側の様式

にあり，このファイルには，左側に，手続き書ではな

く，目標設定と成績のグラフ化を行うための棒グラフ

が貼られている（Figure 2のグラフを参照)。右側は，統

制条件の指導の様式と同じであった。児童は，ファイ

ルを受け取ると，まず，前日の正答数と誤答数を確認

し，誤答の修正を行った。次に，成績のグラフ化と目

標設定を行った（Figure 2)。成績のグラフ化では，前

日の日付が記されたグラフ欄に，前日の正答数に該当

する目盛り線まで，色鉛筆で色を塗った。目標設定で

Figure 2 実験条件による指導で使用した手順書
注)この手順書を拡大印刷したものを教室前方に掲示した。児童は,それを確認しながら,目標設定と成績のグラフ化を実施した。
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は， 前日の正答数に１点加算した点数を目標に設定

する」というルールに基づいて目標を決め，その日の

日付が記されたグラフ欄の該当する目盛り線に，赤の

油性ペンで線を引いた。このルールは，Codding  et
 

al.（2009）で用いられたものである。このルールを用

いたのは，このルールには，毎日目標を設定できるた

め動機づけを維持し易い，スモールステップの原理で

目標を設定するので着実な成績の向上に繋がる，簡便

であるといった特徴があったためである。なお，

Codding et al.（2009）では，児童ではなく，実験者が，

このルールを基に，グラフに目標の線を引き，それを

児童に渡して確認させる方法がとられている。そのよ

うな手順で成績のグラフ化と目標設定を終えた後，児

童は，教師の合図で，２分間のタイムトライアルに取

り組んだ。終了後は，教師が，ファイルを回収し，そ

れを第１著者に渡した。第１著者は，まず，目標設定

と成績のグラフ化を適切にできているかを確認し，不

適切な場合は，正しい形に修正するとともに，その児

童が，不適切だった箇所を理解できるようなコメント

を付箋に書き，該当箇所に貼り付けた。次に，採点を

行い，点数欄に正答数と誤答数を記した。最後に，翌

日の問題を綴じて，ファイルを教師に渡した。実験条

件では，この手続きを，毎日繰り返した。

なお，実験条件による指導では，児童が，目標設定

と成績のグラフ化を実施する際，児童に対して，自身

の進歩の過程の評価を促す働きかけを行った。この働

きかけは， 教師による声かけ」といった方法でも実

施できたが（例えば, グラフがどう変わっているかを見てみ

てね」といった言葉を児童にかけてもらう)，それが毎回と

なると教師の負担も増え，また，声かけを忘れてし

まったり，声かけを行っても全ての児童にそれが行き

届かなかったりすることも考えられた。そこで，第１

著者が，採点を行う際に，自己評価を促すコメント

（例：グラフを見てみて 昨日と比べてどうかな ,等）を

付箋に書き，それを，児童が必ず確認する点数欄の横

に貼り付ける方法で実施するようにした。このコメン

トは，毎回，全児童に対して，個別に，付した。

測定

掛け算九九の流暢性 流暢性の指標は，単位時間あ

たりの正答数であり，先行研究では，２分間のタイム

トライアルにおける正答数を指標にすることが多い

（e.g.,Codding et al.,2009)。そこで，本研究でも，それ

を指標とし測定した。タイムトライアルは，各指導の

前後と，各指導期間中に行った（Figure 1)。なお，先

行研究では，正答数の増加に伴い，誤答数も増加する

例が報告されている（Rhymer, Skinner, Henington,

D’Reaux,& Sims,1998)。よって，誤答数の測定も行い，

それが増加していないかを確認するようにした。

まず，指導前後の測定について述べる。各指導の前

後には，掛け算九九の２分間タイムトライアルのテス

トを，担任教師が実施した。テストは全て同一の問題

で行った。このうち，指導開始前と，指導終了後のテ

ストは，再検査法による信頼性を確認するために２回

ずつ実施した。その２回は，開始前が11日前と７日

前，終了後が３日後と10日後である。各２回のテス

ト間の級内相関係数を求めた結果，事前テスト間は

0.98，事後テスト間は0.85であり，どちらの時期で

も高い信頼性が示された。加えて，各２回のテスト間

の平均値に有意差は認められなかった（t検定, 事前：

t(74)＝0.19,p＝0.85,事後：t(74)＝0.28,p＝0.84)。そこで，

事前と事後のテスト得点の代表値として，それぞれ各

２回の平均値を採用した。テスト問題は，A4用紙１

枚に72問を配置し（縦24列,横 3行の間隔で問題を配置し)，

それを３枚１セットにし，全216問からなる問題とし

た。この216問は，エクセルのマクロの機能を使い，

掛け算九九の全ての出題パターンを，ランダムに並び

替え，上から順に216問を抽出する形で選んだ。抽出

にあたっては，類似問題（1×3, 3×1のように数値が逆で

同じ計算をする問題）を近くに配置しないようにするた

めに，類似問題の片方を前半に，もう片方を後半に集

める制御を行った。

次に，指導期間中の測定について述べる。指導期間

中は，どちらの指導でも，毎日，担任教師が，２分間

のタイムトライアルを実施した。問題は，指導前後に

実施したテストとは異なる問題とし，毎日，日替わり

の問題を作成した。問題作成は，上述した問題作成法

に，それまでの累計出題回数が多い問題を後半に集め

る制御を加えて行った。つまり，まず，類似問題の制

御と，累計出題回数の制御を行った上で，掛け算九九

の全ての出題パターンをランダムに並び替え，上から

順に216問を抽出した。次に，その216問を，A4用

紙１枚に72問ずつ配置し，それを３枚１セットにし

た。この手順で毎日，日替わりの問題を作成した。

最後に，採点手続きと採点の信頼性について述べる。

正答数と誤答数を測定するための採点は，第１著者と

大学職員１名で行った。採点者間で，採点を行う学級

に偏りが出ないようにするために，日替わりで担当す

る学級を変えるようにした。採点の信頼性を確認する

ために，別の１名に，全てのタイムトライアルのうち，

指導前後のテスト分と，各指導期間中の初日と最終日
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分を対象に，採点を依頼した。３年Ａ組とＢ組では，

全14回のうちの６回分（42.9%）が対象となり，４年

Ｃ組では，全20回のうちの９回分（45.0%）が対象と

なった。採点者間一致率としてκ係数を算出した結

果，κ＝0.98であり，十分な一致率が認められた。

よって，分析では，筆者らが採点した値を用いた。な

お，採点の不一致は，字の判別が難しいケースで起

こった。

社会的妥当性 指導の効果を論じる際は，社会的妥

当性として，児童が，自分が受けた指導をどう認識し

ているかを評価する必要がある（Cooper, Heron, &

Heward, 2007 中野訳 2013)。指導を受けた者の主観的な

評価は，後続の研究者や教師が，当該の指導法を実践

したり，応用したりすることを決定する際の根拠とし

て活用できるからである（例 : 児童が,当該の指導法を否

定的に捉えていることが示されれば,それを根拠に,改良を加え

た新たな指導法を開発,実践し,効果を調べる」等)。その測定

は，質問紙法で，次の３側面，つまり，効果の認識，

負担感，受容感から行うことが多い。そこで本研究で

も，その３側面を調べる質問紙を用意し，指導終了時

に担任教師が実施した。なお，４年では，各指導の終

了時に１回ずつ，計２回実施した。項目は， 効果の

認識」を尋ねる項目として「①掛け算九九を解く力が

上がったと思うか」と， ②自分の成長を実感できた

か」の２項目を， 負担感」を尋ねる項目として「③

大変だったか」の１項目を， 受容感」を尋ねる項目

として「④またやりたいか」の１項目を，それぞれ用

意した。教示は， 今回の学習を振り返って，もっと

も当てはまるものを選んで下さい」とし，評定は，５

件法（1.まったくそう思わない―5.とてもそう思う）で求め

た。４項目とも，得点は５点から１点の範囲にあり，

項目①②④は得点が高いほど，一方，項目③は得点が

低いほど，その側面の社会的妥当性が高いことを示し

ている。

分析方法

学級を単位としてサンプリングした場合，統計的推

論の前提条件である標本の独立性が損なわれる可能性

があるため，標本の独立性の指標である級内相関係数

を算出し，それを確認する必要がある（栗田,1999)。清

水（2014）によれば，級内相関係数が0.1を超えてい

る場合は，標本が独立性を満たさないと判断される。

本研究のような経時的変化を扱った標本の場合，仮に，

標本が独立性を満たさない場合は，通常の t検定や分

散分析を用いるのは不適切であり，群内の個人の変動

を分けて分析する線形混合モデルを用いた分析を行う

必要がある。そこで，本研究の主たる従属変数である

掛け算九九の２分間タイムトライアルにおける正答数

の差得点を対象に，標本の独立性の確認を行い，そこ

で，独立性を満たさないと判断されたならば，原則，

全ての分析を，線形混合モデルで行うことにした。

ところで，従来，いわゆるプリポストデザインによ

る群間比 で，事前と事後の２時点の得点を分析する

場合は，線形混合モデルによる交互作用の検定（及び

分散分析による交互作用の検定）と同等である，差得点を

変化量として用いた t検定が，しばしば行われてきた

（e.g.,多賀谷・佐々木,2008;佐藤他,2009)。しかし，その場

合は，交互作用の検定よりも，共分散分析の方が適切

であるとの指摘がなされている（吉田,2006)。そこで本

研究では，３年の群間比 において，事前事後の得点

を分析する際は，各標本の独立性が保たれている場合

には，共分散分析を行うようにした。

実際に，正答数の差得点（事後テスト得点―事前テスト

得点)，事前テスト得点，事後テスト得点に関して，

それぞれ群間における級内相関係数を求めた結果，差

得点は0.44，事前は0.03，事後は-0.05であった。

つまり，事前と事後の得点では，群間における級内相

関は低かったが，差得点には高い級内相関が認められ

た。よって，３年の事前事後の分析には共分散分析を

用い，３年と４年の全期間の差得点の経時的変化の分

析には線形混合モデルを用いた。データ解析は，統計

解析ソフトＲ（ver.3.1.1）で行った。指導期間中のデー

タには欠損値があったが，線形混合モデルでは欠損値

を含めた解析が可能であるため，全参加者を対象に解

析を行った。指導前後のテストには，欠損値はなかっ

た。

結 果

掛け算九九の流暢性：３年生２学級の群間比較

指導前後の分析 群を独立変数，事前テスト得点を

共変量，事後テスト得点を従属変数とする共分散分析

を，高橋・大橋・芳賀（1989）に沿って行った。まず，

共変量に対する従属変数の回帰直線を計算し，その係

数を検定した結果，どちらの群でも有意な正の回帰が

認められた（Figure 3, A組：t(19)＝7.90, p＜.001, B組：

t(17)＝10.66, p＜.001)。２つの回帰直線の傾きに有意差

は見られなかった（t(36)＝-0.52,p＝0.6)。しかし，２つ

の回帰直線の切片には有意差が認められた（t(36)＝

3.76, p＜.001)。つまり，共分散分析によって，事後テ

ストの得点は，Ａ組の方が，Ｂ組よりも，有意に高い

ことが示された。なお，事前テスト得点に群間差はみ
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られず（t(36)＝1.25,p＝0.22)，事前テスト得点と差得点

の間に有意な相関もみられなかった（r＝-0.21, p＝0.22)。

経時的変化の分析 全期間を通したテスト得点の伸

びの経時的変化を，３年の２学級間で比 するために，

２群の線形混合モデルで分析を行った。固定効果とし

て，群の効果（A組・B組)，時期の効果（事前テスト1・2,

指導 1-10, 事後テスト1・2）を，変量効果として対象者の

ランダム切片効果 をモデルに投入した。事前テスト

１を基準として，各時期との得点差を変化量とし，そ

の変化量の２群間の差を交互作用として検定した。そ

の結果，指導３日目から一貫して，有意な交互作用が

認められ，Ａ組の方がＢ組より，変化量が大きくなっ

た状態が続いた（Figure 4, 指導 3日目の変化量は, Ａ組が

13.70,Ｂ組が 4.89。3日目以降,df＝460,t＞2.2,p＜.03)。次に，

群毎の線形混合モデル分析を行うために，固定効果と

して，時期の効果（事前テスト1・2, 指導 1-10, 事後テスト

1・2）を，変量効果として対象者のランダム切片効果

をモデルに投入した。その結果，事前テスト１からの

変化量が有意に大きくなったのは，Ｂ組では指導4日

目だったが（変化量は9.50, t(17)＝3.65, p＜.001)，Ａ組で

は指導２日目だった（変化量は4.75, t(19)＝2.69,p＜.01)。

タイムトライアルにおける誤答数についても，群毎

に，線形混合モデルで分析した。固定効果として，時

期の効果（事前テスト1・2,指導 1-10,事後テスト1・2）を，

変量効果として対象者のランダム切片効果をモデルに

投入したが，どちらの群でも，有意な変化量は確認さ

れなかった（Figure 4)。

掛け算九九の流暢性：４年生１学級の群内比較

まず，全期間を通したテスト得点の伸びの経時的変

化を調べるために，事前テスト１からの変化量を，線

形混合モデルで分析した。固定効果として，時期の効

果（事前テスト1・2,指導 1-10,切替前テスト,指導 11-15,事後

テスト1・2）を，変量効果として対象者のランダム切片

効果 をモデルに投入した。その結果，指導法を統制

条件から実験条件に切り替えて２日目（指導12）以降

は，変化量が有意に大きい状態が，一貫して保たれて

いたことが示された（Figure 5,指導 12における,事前テス

ト1からの変化量は11.65。指導 12以降, df＝673, t＞4.5, p＜

.001)。

次に，統制条件から実験条件に切り替えた後の成績

の伸びを調べるために，統制条件下の最高値からの変

化量を，線形混合モデルで分析した。統制条件下の最

高値は，指導最終日の指導10であったため，固定効

Figure 3 指導前後の分析（3年生)：共分散分析にお

ける共変量（事前テスト）と従属変数（事後テス

ト）の二次元プロット図

理論的には，変量効果として，ランダム切片・傾き効果をモ

デルに投入することもできる。本来は，ランダム切片モデル

と，ランダム切片・傾きモデルの両方で分析を行い，適合度

（AICやBIC）を基に，最適のモデルを選択すべきである。

しかし，本研究の10回前後に及ぶ反復測定データの場合，変

量効果に傾きを入れて分析すると，計算が複雑になり，解が

得られなかった。そこで，ランダム切片モデルで分析を行っ

た。

Figure 4 経時的変化の分析（3年生)：２分間のタイ

ムトライアルにおける正答数と誤答数

注）Ａ組は実験条件，Ｂ組は統制条件。正答数と誤答数の各々

で，事前テスト１を基準として，各時期との得点差を変化量

とし，その変化量の２群間の差を交互作用として検定した。

p＜.05 p＜.01 p＜.001
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果として，時期の効果（指導10, 切替前テスト,指導 11-15,

事後テスト1・2）を，変量効果として対象者のランダム

切片効果をモデルに投入した。その結果，実験条件に

よる指導を開始して４日目と５日目（指導14・15）に

は，統制条件下の最高値からの変化量が有意に大きく

なり，その状態は，実験条件を除去した後（事後テスト

1・2）も保たれていたことが示された（Figure 5,指導 14

における, 指導 10からの変化量は7.90。指導 14以降, df＝283,

t＞2.2,p＜.03)。

誤答数についても線形混合モデルで分析を行った。

固定効果として，時期の効果（事前テスト1・2,指導 1-10,

切替前テスト,指導 11-15,事後テスト1・2）を，変量効果と

して対象者のランダム切片効果をモデルに投入した。

その結果，実験条件の指導12と，事後テスト２にお

いて，有意な減少がみられた（Figure 5)。

社会的妥当性

３年と４年のいずれにおいても，社会的妥当性の得

点に，天井効果や床効果 が認められるため，平均値

の差を検定するよりも，得点の度数分布の差を検定し

た方が良いと考えられた（Table 1)。そこで，Fisher

の正確確率検定を用いて，各項目における得点の相対

度数が，３年では群間で異なるか，４年では群内で

（統制条件と実験条件で）異なるか，を分析した 。

３年生２学級の群間比較 各項目の得点分布を群間

比 した結果，効果の認識を尋ねる項目①②と，負担

感を尋ねる項目③において，有意差がみられた

（Table 1)。受容感を尋ねる項目④では差はなかった。

有意差がみられた項目①②では，いずれも，Ａ組の方

が，Ｂ組よりも，高得点側に分布が偏っており，Ａ組

の方が，指導の効果の認識が高かった（Figure 6)。一

方，項目③では，どちらの組の負担感が大きいか断定

できるような分布ではなかった。どちらの組の分布も，

評価が高低に分かれる二山分布の特徴を示していた。

４年生１学級の群内比較 各項目の得点分布を群内

比 したが，有意差はみられなかった（Table 1)。

Figure 5 経時的変化の分析（4年生)：２分間のタイムトライアルにおける正答数と誤答数

注１)正答数と誤答数の各々で，事前テスト１を基準として，各時期（事前テスト2から事後テスト2までの19 の時期）との得点差

を変化量とし，変化量に差があるかを分析した。

p＜.05 p＜.01 p＜.001 p＜.0001

注２)正答数に関して，統制条件下の最高値（指導10）を基準として，各時期（切替前テストから事後テスト2までの8つの時期）

との得点差を変化量とし，変化量に差があるかを分析した。

p＜.05 p＜.01 p＜.001

平均＋標準偏差＞上限値である項目を天井効果，平均－標

準偏差＜下限値である項目を床効果とみなす。

４年生の統制条件終了時のデータで１名に２項目（項目③

と④）の欠損があったため，その２項目はその者を除いて分

析した。他のデータには欠損はなかった。
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流暢性の伸びと社会的妥当性の各得点の関連

最後に，指導による流暢性の伸びと，社会的妥当性

の各得点との関連を調べる。流暢性の伸びを，各指導

前後のテスト得点差とし，社会的妥当性の各得点との

関連を，Spearmanの順位相関を用いて検定した。そ

の結果，どちらの実験計画でも，実験条件においての

み，流暢性の伸びと，項目②「自分の成長を実感でき

たか」得点の間に，有意な正の相関が認められた

（Table 2)。それは，３年Ａ組では中程度の正の相関

であり（ρ＝.44, p＜.05)，４年Ｃ組では弱い正の相関で

あった（ρ＝.37, p＜.05)。また，３年Ａ組では，流暢性

の伸びと，項目④「またやりたい」得点の間にも，中

程度の有意な正の相関が認められた（ρ＝.50, p＜.05)。

一方，統制条件では，どの項目においても，流暢性の

伸びとの間に有意な相関は認められなかった。

考 察

本研究の理論的意義

２つの実験計画における統計的検定の結果は，本研

究の仮説「タイムトライアルに目標設定と成績のグラ

フ化を組み合わせた指導（実験条件）は，タイムトライ

アルによる指導（統制条件）よりも，掛け算九九の流暢

Table 1 社会的妥当性を調べる４項目の記述統計量とFisher検定の結果

３年生２学級の群間比

項目① 項目② 項目③ 項目④

Ａ組 Ｂ組 Ａ組 Ｂ組 Ａ組 Ｂ組 Ａ組 Ｂ組

４年生１学級の群内比

項目① 項目② 項目③ 項目④

統制 実験 統制 実験 統制 実験 統制 実験

平均値 4.7 2.8 4.6 2.8 2.9 2.4 2.9 2.4 4.1 3.3 3.4 3.7 2.6 2.9 2.6 3.1

中央値 5.0 4.0 5.0 2.5 2.0 1.5 4.5 3.0 4.0 4.0 4.0 4.0 2.0 3.0 4.0 4.0

標準偏差 0.6 1.2 0.5 1.5 1.4 1.6 1.4 1.6 1.2 1.6 1.5 1.4 1.5 1.6 1.5 1.6

四分位偏差 0.3 1.0 1.0 2.0 2.0 3.0 1.0 2.8 1.0 2.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.3 4.0

歪度 -1.6 -0.6 -0.2 0.2 0.3 0.4 -0.9 -0.1 -1.3 -0.8 -0.5 -0.5 0.5 0.0 -0.3 -0.2

Fisher検定 p＜.01 p＜.001 p＜.05 n.s. n.s. n.s. n.s. n.s.

１) Ａ組」は「実験条件に対する評価」を，「Ｂ組」は「統制条件に対する評価」を行っている。

２) 統制」は「統制条件に対する評価」を，「実験」は「実験条件に対する評価」を指す。

Figure 6 ３年生の群間比 で有意差がみられた３項目（Table 1を参照）の度数分布表

注）項目①②は得点が高いほど，一方，項目③は得点が低いほど，その側面の社会的妥当性が高いことを示している。

Table 2 指導による流暢性の伸びと社会的妥当性の

各得点の間のSpearmanの順位相関係数

学級 指導条件
項目

① ② ③ ④

３年Ａ組 実験条件 0.16 0.44 0.14 0.50

３年Ｂ組 統制条件 0.38 -0.03 0.10 -0.00

４年Ｃ組 統制条件 -0.10 0.14 -0.12 0.15

実験条件 0.26 0.37 -0.12 0.19

注)項目②は「自分の成長を実感できたか」，項目④は「またやり

たいか」である。

p＜.05
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性の形成に寄与する」を支持するものであった。つま

り，３年の群間比 では，実験条件の方が，統制条件

よりも，指導終了後の成績が有意に高かった。また，

指導期間中を含めた経時的変化を，事前テスト１から

の変化量を指標に分析すると，指導３日目からは，一

貫して，実験条件の方が，統制条件よりも，変化量が

有意に大きい状態が続いた。一方，４年の群内比 で

は，実験条件下の成績は，事前テスト１と比べても，

統制条件下の最高値と比べても，有意に高い状態で保

たれていた。先行研究では，実験条件が統制条件より

も効果が高いことを示す間接的な証拠は複数得られて

いたが（e.g.,Codding et al.,2009)，直接的な証拠は十分

に得られていなかった（Figarola et al.,2008)。計算スキ

ルの流暢性研究における目標設定と成績のグラフ化の

効果は，本研究によって実証されたと言える。

目標設定と成績のグラフ化が効果を持つのは，その

個人の中で，自身の目標に対する進歩の過程を評価す

る心理過程が発現するからだと考えられてきた（e.g.,

Fuchs et al.,1991)。これまでの研究では，それを裏付け

るエピソード（例 :児童が,目標達成を喜んだり,未達成を悔

しがったりしていた）が多数報告されてきた（e.g., Farrell

& McDougall,2008)。一方，本研究では，そのことを裏

付ける数量的な証拠を得ることができた。つまり，３

年と４年のどちらの実験計画でも，実験条件において

のみ，流暢性の伸びと，指導を通した成長の実感の度

合いの間に，有意な正の相関がみられた（Table 2)。

相関係数は大きくなかったものの，統制条件ではその

関連がみられなかったことを踏まえると，この結果は，

目標設定と成績のグラフ化が，児童に自分の進歩の過

程を正確に評価させる道具として機能していたことを

示すものとして解釈できる。

なお，本研究では，児童の自己評価に関する文献

（Brophy,2004中谷監訳 2011）の指摘（教室の中には,評価を

するように促してくれる人が必要な者もいる）を踏まえて，

児童が目標設定と成績のグラフ化を実施する際，児童

に対して，自身の進歩の評価を促す働きかけを行った。

この働きかけは，児童の自己評価を促進し，成績を向

上させることに寄与したと考えられる。先行研究では，

目標設定と成績のグラフ化を実施する過程における教

師の働きかけの詳細，とりわけ，教師が，評価の促し

を行っていたのか否かを特定できる記述がなされてい

ない。よって，ここでは，評価の促しが，本研究に特

異なものなのかを議論することが難しい。例えば，先

行研究においても，それが意図的か否かはさておき，

教師による声かけ（ グラフの推移を確認してね」）等の方

法で，評価の促しが行われていた可能性も考えられる。

今後，評価の促しの有無や，評価の促し方（声かけなの

か,コメントなのか）によって結果が異なるか，また，ど

のようなタイプの児童で評価の促しが必要なのか，等

を検討する必要がある。

本研究から導かれる実践的な示唆

目標設定と成績のグラフ化を児童自身にやらせるこ

とは，彼らの自立や主体性の促進，指導者の負担軽減

に繋がる（e.g.,Briesch & Chafouleas,2009)。本研究では，

目標設定については，Gross et al.（2014）の結果を踏

まえて，自由に自分の目標を設定させるのではなく，

ルールに基づいて自分の目標を設定させるようにした。

個別指導や少人数指導では，教師がその場で目標の適

切さに関するフィードバックを返すことが可能なため，

自由に自分の目標を設定させる方法でも成功する（霜

田・井澤, 2005)。だが，Gross et al.（2014）や本研究の

ような，学級規模での指導の場合は，教師が，その場

でフィードバックを返すのは難しいと思われる。それ

を考慮すると，特定のルールを基に自分の目標を設定

させる方法が，より現実的かもしれない。

本研究では，教材準備の都合上，３年のレベルに合

わせる形で標的スキルを選んだ。４年の統制条件の結

果と（Figure 5)，３年の統制条件の結果（Figure 4）を

見比べると，同じ条件であるにもかかわらず，４年で

は得点の停滞がみられ，事前テストからの変化量が有

意になるまでに３年の２倍の日数（8日）を要したこ

とがわかる。遂行レベルの低下は，課題の難易度にも

影響を受ける（Schunk & Zimmerman,2007塚野編訳 2009）

ことを踏まえると，掛け算九九が，４年にとっては易

し過ぎた可能性がある。今後の実践では，Codding et
 

al.（2009）のように，当該の学年までに学習した全計

算スキルを対象にアセスメントを行い，ニーズの高い

ものを選ぶ，等の工夫が必要である。

だが，その一方で，４年の結果は，仮に学習への動

機づけが十分に高まっていない状況であっても，目標

設定と成績のグラフ化を導入することで，成績が向上

し安定することを示している。指導終了後に，Ｃ学級

の担任に，指導中の児童の様子を尋ねたところ， 始

めの指導（統制条件）では，教師に言われたから取り組

むという雰囲気だったが，後の指導（実験条件）では，

１人１人が自分の目標をクリアするために取り組むと

いう雰囲気に変わった」，と答えていた。このような，

実験条件期間中の児童の様子については，３年Ａ組の

担任も，ほぼ同じような内容を話していた。目標設定

と成績のグラフ化により，学習に対する動機づけが高
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まり，成績の向上と安定が図られたのかもしれない。

本研究では，流暢性を形成するための指導は，毎日

行われる算数の授業の冒頭に実施した。各担任に，指

導の負担感を尋ねたが，どの教師も，日々の授業時間

を数分，犠牲にする負担感よりも，当該の指導が，授

業中の児童の態度や行動に及ぼすポジティブな効果の

方が大きかったと答えていた。例えば，集中して課題

に取り組む児童や，発言する児童が増える，等の変化

が起きていたという。このエピソードは，計算スキル

の流暢性の形成が，算数の授業に対する不安の軽減に

繋がるという指摘（Cates & Rhymer, 2003）とも整合し

ているように思える。児童が，算数の学習に能動的に

取り組み，数学スキルを熟達させるためには，計算ス

キルの流暢性を十分に高める必要がある（Haring &

Eaton, 1978)。本研究は，その上で，目標設定と成績の

グラフ化が有望であることを示している。

本研究の限界点と今後の展望

第１に，本研究の結果は，対象は小学３年と４年，

標的スキルは掛け算九九という限られた条件の下で得

られた。今後は，標本サイズを大きくし，対象と標的

スキルの範囲も広げた上で，目標設定と成績のグラフ

化の効果を検証する必要がある。第２に，本研究では，

標的スキルの維持と，汎化に関する検討を行えていな

い。この点の検討も必要である。第３に，社会的妥当

性に関しては，３年と４年で，結果が一貫していない。

つまり，指導の効果の認識（項目①②）では，３年では，

実験条件の方が，指導の効果を高く認識していたが，

４年では，各条件の評価間に差がなかった。今回の標

的スキルが４年にとって易し過ぎたと仮定すると，実

験条件による指導によって，成績の面では向上と安定

が図られたものの，彼らの認識の面では，そのスキル

が向上することの価値を十分に感じとれなかった可能

性もある。今後，標的スキルの選定方法を工夫し，再

調査する必要がある。第４に，目標設定と成績のグラ

フ化は，計算スキルの流暢性研究以外の領域では，ど

ちらかを単独で実施するよりも，両者を組み合わせて

実施した方が効果が高いことが確認されている（e.g.,

Becker,1978;Moore et al.,2001)。本指導法を推奨してい

く上では，計算スキルの流暢性研究においても，同様

の結果が得られるのかを確認しておく必要がある。第

５に，本研究では，指導手続きのうち，教材作成や採

点等の業務は，第１著者が行った。本来は，担任が１

人で実施できる手続きである方が望ましい。この点に

関しては，Duhon,House,Hastings,Poncy,& Solo-

mon（2015）のように，ICT機器を利用することが有

望かもしれない。また，百ます計算の教材（陰山,2002）

には，問題の解答と，毎回の結果を描くグラフが添え

られている。これを利用し，児童に自己採点させる方

法をとれば，少ない負担で，目標設定と成績のグラフ

化を併用した指導を導入できる可能性がある。後続の

研究には，教師が，通常の指導で，手軽に実施でき，

かつ，効果も高い指導法の提案に繋がる知見を提出す

ることが求められる。
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Effects of Goal-Setting and Self-Graphing on Math Fluency:

Class-Wide Instruction in the Third and Fourth Grades
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The present study focused on a method of instruction that combined goal setting and self-graphing in time
 

trials(test condition)to build math fluency in multiplication. The effects of this method were compared to
 

the effects of instruction using only time trials(control condition). The experimental designs used were(a)

a control group comparison,in which the participants were 3 -graders from 2 classes,and (b)a changing
 

criterion design,in which the participants were 4 -graders in 1 class. The target math skill was knowing
 

the multiplication tables;the dependent variable was the number of correct answers in a 2-minute time trial.

Analysis of the results for both designs indicated greater effects of the intervention in the test condition than
 

in the control condition. Specifically, in the control group comparison, the results of an analysis of
 

covariance showed that the scores on the post-instruction test were significantly higher in the test group than
 

in the control group. In the changing criterion design,a linear mixed modeling analysis of the difference
 

between the test condition scores and the maximum scores of the students in the control condition showed
 

that the students’results in the test condition were significantly higher than the maximum scores of the
 

students in the control condition. Spearman’s rank correlation was used to test the relationship between the
 

social validity of each student’s test score and that student’s increase in math fluency, defined as the
 

difference between the student’s pre-and post-instruction scores on a test of the multiplication tables. A
 

significant positive correlation was found only in the test condition between the increase in math fluency and
 

scores for the statement,“I could feel that I had made progress.”

Key Words:math fluency,goal-setting,self-graphing,class-wide instruction,social validity
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